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貴社の経営マネジメントにおいて、コロナ禍による経営リスクが顕在化したのはどこでしょうか？

１．はじめに

皆さまの中には、事業ドメインについて「今後影響がある」と考えている方がいるのではないでしょうか？

コロナ禍による経営リスクの状況

出所）NRI：「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」、「障害者雇用に関する実態調査」（2020年）

57.1%

52.1%

55.2%

6.2%

15.6%

20.9%

45.8%

46.9%

22.0%

23.1%

26.8%

21.7%

ミッション

経営計画

事業ドメイン

業務プロセス・

バリューチェーン

ヒト・モノ・カネに関する

組織・制度設計

作業手順・ワークスタイル

• 会社の存在意義

（ビジョン、ミッション等）

• 会社の経営計画、経営管理、ガバ

ナンス等

• 事業ドメイン・事業メニュー・活動領域

• お客様（納入先等）の発注量

（注文の急増、停止等）

• 自宅待機や外出自粛に伴う、業務

形態（テレワークへの転換等）

• 社員の勤務管理、仕事量の調整、

成果管理

影響の例 既に影響あり 今後影響あり特例子会社
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新型コロナウイルスの影響により、一部は事業ドメインの検討を始めたが、企業の多くは既存

のドメインでの検討に留まっている。また、「今後、影響がある」ことも考えられる

１．はじめに

新型コロナウイルスによる事業ドメイン検討状況の変化

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年）

52.4%

14.8%

31.0%

新型コロナウイルスは

事業領域の検討に影響していない

1.9%

検討し始めた

検討したいと考え始めたが、

検討できていない

その他

0 20 40 60 80 100

新たな事業領域に進出

既存の事業領域の中で

新たな業務内容に挑戦

既存の事業領域の中で

新たな顧客にアプローチ

72.3%

20.0%

その他

既存の事業領域を縮小

38.5%

27.7%

1.5%

（%）

（検討し始めた場合）事業ドメインの検討方針

（N=65）（N=210）

特例子会社

Multiple AnswerSingle Answer
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（ご参考）上場企業の多くは、障がい者社員の業務分野に関して「影響を受けていない」

１．はじめに

新型コロナウイルスによる障がい者社員の業務分野の

検討状況の変化

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用に関する実態調査」（2020年）

79.3%

10.3%

9.5%

0.9%

検討し始めた

検討したいと考え始めたが、

検討できていない

新型コロナウイルスは

業務分野の検討に影響していない

その他

0 20 40 60 80 100

36.4%

（%）

新たな業務分野に進出

その他

既存の業務分野の中で

新たな内容に挑戦

既存の業務分野の中で

新たな顧客にアプローチ

既存の業務分野を縮小

72.7%

0.0%

18.2%

0.0%

（検討し始めた場合）

障がい者社員の業務分野の検討方針

（N=11）（N=116）

上場企業（特例なし）

Multiple AnswerSingle Answer
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障がい者雇用の潮流変化を踏まえた事業ドメイン・ポートフォリオの見直しについて、

その考え方と進め方、そして、その先にある障がい者雇用の新たな可能性についてご紹介する

１．はじめに

障がい者雇用に関する

潮流の変化

事業ドメイン・ポートフォリオの

目指す方向性

事業ドメイン・ポートフォリオ

見直しの進め方・ポイント

どのような変化が起きているのか？

なぜ見直しが必要なのか？

どこを目指せばよいのか？

どうすれば実現できるのか？
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コロナ禍により、障がい者雇用に関する潮流は変化・加速した

２．障がい者雇用に関する潮流の変化

障がい者雇用に関する潮流とその変化（例）

障がい者雇用企業

Politics Economy

Society Technology

ステークホルダーを含む社会全体

企業の業績悪化

高齢化

新たな生活様式／

ワークスタイルの普及・定着

障がい者の生活・業務をサポート

する新技術開発

新型コロナウイルス

業務の自動化／

電子化

法定雇用率の引き上げ

（ただし後ろ倒し）
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これまでと異なり、今回の法定雇用率の引き上げは、厳しい経営状況かつ障がい者雇用も

変化を求められる中で対応が必要になる

２．障がい者雇用に関する潮流の変化
Politics Economy Society Technology

法定雇用率の引き上げ時の障がい者雇用を取り巻く環境と対応の方向性

出所）第96回労働政策審議会障害者雇用分科会（2020年3月26日）等よりNRI作成

企業の法定雇用率が

2.2%に引き上げ・

精神障がい者が

雇用率の算定対象に追加
（2018年4月～）

企業の法定雇用率が

2.3%に引き上げ
（2021年3月～）

障がい者雇用を取り巻く環境

• 日本企業の経営状況（財務状況）は、全体的には良好

• 企業経営におけるESGなどの非財務価値の重要性、ダイバー

シティ・インクルージョンに対する関心が向上

経営の後押しを受けづらい

「逆風」下での

業務・雇用の維持・拡大？

対応の方向性

• 日本企業の経営状況（財務状況）は、悪化、もしくは

先行きが不透明化

• 企業経営における非財務価値、ダイバーシティ・インクルージョ

ンは引き続き（あるいはこれまで以上に）重要な一方で、

一部企業は経営の立て直しが急務な場合も

経営の後押しを受けた

「追い風」下での

業務・雇用の拡大
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消費者は、新しい生活様式の徹底が今後数年間にわたり求められることを覚悟している

２．障がい者雇用に関する潮流の変化
Politics Economy Society Technology

出所）NRI：「新型コロナウイルス感染拡大に伴う生活・消費行動に関するアンケート」（2020年4月、5月、6月）

(N=8,024)

4%
14%

52%

76%
84%

26%

46%

33%

15%
7%

48%

32%

11%
7% 6%

21%

7%

5年後

3%

半年後

3%

1年後 2～3年後

3%

10年後

48%

【状態A】 大規模な感染症（第二波、第三波など）の

流行が続き、緊急事態宣言発令や外出自粛要請がほぼ

常時継続されるとともに、経済活動も大きく制限される

【状態B】 局所的に小規模な感染症の流行が高頻度で

発生し、流行地域では外出や経済活動が制限されるととも

に、流行していない地域ではソーシャルディスタンス（人と2m

程度の距離を保つこと）を前提とした新しい生活様式の徹

底が求められる

【状態D】 特効薬やワクチンの開発等により感染症はほぼ

終息し、感染拡大以前と同様の生活に戻る（部分的に新

しい生活様式が社会に浸透し、一般化する）
元

通り

経済

活動

制限

【状態C】 局所的に小規模な感染症の流行は見られるも

のの、ソーシャルディスタンスを保ちながらほぼ通常通りの生

活ができる

［設問］今後、新型コロナウイルスによる社会・経済への影響

についてお伺いします。それぞれの時点において、以下のA～Dの

どの状況に最も近いと思いますか。あなたの考えに最も近いもの

をお選びください。（それぞれひとつだけ）

母数：回答者全員

消費者が考えるコロナ影響シナリオ（NRI調査結果）
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障がい者雇用におけるテレワークは、コロナ禍をきっかけに導入が進んだ。

障がい者社員の希望も汲んで、普及することが期待される

２．障がい者雇用に関する潮流の変化
Politics Economy Society Technology

出所）パーソルチャレンジ：「新型コロナウイルスによる障害者の採用・雇用施策への影響」調査結果（2020年6月2日～6月5日）、「新型コロナウイルス感

染拡大による障害者の就業、就職・転職活動への影響」調査結果（2020年6月23日～7月1日）よりNRI作成

コロナ禍で障がい者社員に実施した雇用施策・特別措置

0 20 40 60 80 100

仕事と家庭を両立させてはたらきたい

（%）

在宅勤務ではたらきたい

今まで就業していたオフィスに

出社して働きたい

在宅勤務とオフィスへの出社の

両方ではたらきたい

自宅からより近いオフィスや支店、

事業所ではたらきたい

サテライトオフィスではたらきたい

今の居住地や就業場所のある

地域以外の場所ではたらきたい

副業・兼業したい

わからない、何とも言えない

その他

15.1%

35.0%

16.6%

1.3%

8.9%

1.2%

6.2%

5.0%

8.9%

1.8%

障がい者社員が考える「これからの理想の働き方」

Single Answer＊上位6位の施策 Single Answer

（N=763）

0 20 40 60 80 100

時差出勤や時短勤務を導入した

（%）

テレワークを導入し、在宅勤務とした 27.3%

26.4%

雇用管理やマネジメント方法の

見直し・変更を行った

有給の自宅待機をさせた

在宅勤務に必要なソフトウェアや

通信環境の導入、通信費の補助等を行った

部門や社員の交代出社制を導入した

18.5%

14.0%

6.4%

6.1%

（N=135）



11Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

障がい者雇用企業の一部は、すでに社員の高齢化の問題に直面している

２．障がい者雇用に関する潮流の変化
Politics Economy Society Technology

障がい者社員の平均年齢

 高齢化に伴いこれまでこなしていた仕事が出来なくなる社員が出てきており、不安を口にする指導員も

いる。障がい者の高齢化の問題について、福祉の面では必要な支援が検討されていると思うが、ビジネ

スシーンにおける検討も重要な課題である。

 スキルや能力の低下に合わせて、業務内容を見直す、在宅勤務を選択肢として検討する、 A型・B型

事業所への転籍を検討する、といったことも考える必要があるのではないか。

特例子会社E社

グループリーダー

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」、「障害者雇用に関する実態調査」（2020年）、

特例子会社E社へのヒアリング調査結果よりNRI作成

特例子会社
Single Answer

上場企業（特例なし）

38.6%

11.4%

44.8%

27.2%

16.7%

43.0% 18.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

上場企業

（N=111）

特例子会社

（N=210）

0.0%

0.0% 0.0%

51歳～20歳以下 31歳～40歳21～30歳 41歳～50歳
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IT活用への考え方は、コロナ前後で大きく変化したのではないか

２．障がい者雇用に関する潮流の変化
Politics Economy Society Technology

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用および特例子会社の経営に関する実態調査」（2018年）

障がい者雇用企業のIT活用への考え（2018年度アンケート調査より）

Multiple Answer
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2

5

4
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22

1

5

3

42

55

23

24

11

23

1

6

13
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3

8

1

4

11

2

4

16

0 20 40 60 80 100

場所や時間にとらわれない就業環境を提供できる

新しい職域の拡大が期待できる

指導員等スタッフの方が業務をコントロールしにくくなる

（%）

業務効率の向上や質の向上が期待できる

顧客（親会社など）への新たな価値提供の方法として期待できる

指導員等スタッフの業務が効率化され、より付加価値の高い業務に従事できる

これまで活用できなかった障害者の能力を発揮する機会が増える

地方に在住の障害者を雇用できる機会が高まる

外部に対して情報を発信する材料として期待できる

障害者が今まで取り組んできた業務が無くなる（ＩＴに取って代わられる）

ＩＴを活用できる人と出来ない人で、障害者間の格差が生じてしまう

社員間でのコミュニケーションが減少する

今まで強みとしてきたノウハウ等が使えなくなる

ＩＴの管理という新たな業務負荷が発生する

情報漏洩や誤作動等を引き起こす可能性がある

その他

関心が無い

分からない

特例子会社（N=197）

上場企業（N=114）

期待

不安
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潮流の変化・加速によって、経営リスクが近接していく一方で、新たな事業機会もある。

障がい者雇用を持続可能なものにするためにも、事業ドメインの見直しが求められる

２．障がい者雇用に関する潮流の変化

障がい者雇用に関する潮流の変化と経営マネジメントへの影響（例）

障がい者雇用企業

Politics Economy

Society Technology

ステークホルダーを含む社会全体

企業の業績悪化

高齢化

新たな生活様式／

ワークスタイルの普及・定着

障がい者の生活・業務をサポー

トする新技術開発

新型コロナウイルス

業務の自動化

／電子化

法定雇用率の引き上げ

（ただし後ろ倒し）

企業グループ業績悪化の一方で、

障がい者の雇用拡大が必要？

ワークスタイルの変化に対応した、

新たな事業ドメイン・実施プロセス

の確立が必要？

電子化・その他新技術の普及に伴う

事業環境変化への対応が必要？社員の高齢化を見据えた

事業ドメイン・実施プロセスの変化、

キャリアパスの確立が必要？
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コロナ禍は一過性のリスク事象ではなく、

社会・障がい者雇用に不可逆的な変化をもたらしました。

コロナ禍だけでなく様々な要因が相互に影響し合い、障がい者雇用を取り巻く

環境はますます複雑化し、不確実さが増している今こそ、

一歩踏み込んだ事業ドメイン・ポートフォリオの見直し（PX）が重要です。

それでは、事業ドメイン・ポートフォリオの見直しを進めるにあたって、

どのような方向性を目指せば良いのでしょうか？



15Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

はじめに01

障がい者雇用に関する潮流の変化02

事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性03

事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント04

さいごに05



16Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

これからは、経営・事業活動の“裏”にあるリスクを意識した“表裏一体”での検討が重要である

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性

事業活動に関する検討・推進を“表”、リスクの評価・マネジメントを“裏”とするならば、

“表裏一体”で経営を考える重要性が、ますます高まっている

表
事業ドメイン・ポートフォリオの検討／

事業活動の推進

裏 リスクの評価・マネジメント

コロナ禍により潮流の不透明感が増す

中、リスクを認識する重要性も増している

事業環境が悪化しても、安定的に

障がい者を雇用し続けることが求められる
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持続可能なインクルージョンを実現するために、「選択と分散」に転換することが重要である

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 選択と分散

「選択と集中」の場合・・・・ 「選択と分散」の場合・・・・

業務量の確保、効率的・効果的な業務遂行のために、

一部の事業ドメインに集中する

事業環境の変化に対応するために、

コア事業は堅持しつつ、将来の可能性を想定した上で、

新たな業務内容・顧客・提供方法を選択・分散

 一部の業務内容・顧客・提供方法に集中していると、

事業環境の変化、働き方の変化等への対応が困難

（価値損失リスクにさらされやすい）

 各事業の事業環境変化のリスクをヘッジすることが可能

 社員の多様な能力の発揮が可能

業務内容 顧客
提供方法

（例：場所）

社内郵便

業務内容 顧客
提供方法

（例：場所）

グループ内 グループ外 リアル 在宅

データ入力 グループ内 グループ外 リアル 在宅

清掃 グループ内 グループ外 リアル 在宅

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

社内郵便 グループ内 グループ外 リアル 在宅

データ入力 グループ内 グループ外 リアル 在宅

清掃 グループ内 グループ外 リアル 在宅

消毒 グループ内 グループ外 リアル 在宅

プログラミング グループ内 グループ外 リアル 在宅

一時的な災害発生、ワークスタイル変化など 農業 グループ内 グループ外 リアル 在宅

・・・
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自社（社員）の適性・能力を起点に事業ドメインを考える「インサイド・アウト」の考え方も、

不確実性が増す事業環境下では有効である

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 インサイド・アウト

「アウトサイド・イン」型の場合・・・ 「インサイド・アウト」型の場合・・・

まず外部環境を観察・分析してから、

自社（社員）にできることを踏まえて検討・決定する

まず自社（社員）にできることを観察・分析してから、

外部とのコミュニケーションを通して検討・決定する

 外部環境の予測自体が困難

 自社のビジョンなどに沿わない事業拡大になる可能性

 外部環境の変化だけに依らない事業の“軸”を確立

 双方向の／継続的なコミュニケーションにより実現

顧客ニーズ、株主対応、

社会的要請等
顧客ニーズ、株主対応、

社会的要請等を踏まえた

双方向のコミュニケーション

自社・社員に出来ることは何か？

体制は組めるか？等

1

2
自社・社員に出来ることは何

か？自社はどう在りたいか？

1

2

障がい者雇用（企業） 障がい者雇用（企業）

親会社・経営 親会社・経営

取引株主 消費者 取引株主 消費者
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培ってきたスキル・ノウハウを梃子に段階的に提案を行い、顧客基盤や事業ドメインを拡大する

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 例：自社スキル・ノウハウを梃子にした事業拡大

出所）特例子会社B社・D社へのヒアリング結果よりNRI作成

特例子会社B社：クリーニング事業の顧客基盤拡大 特例子会社D社：店舗清掃を起点とした事業拡大

B社は、コロナ禍によるクリーニング事業の売上の

減少を受けて、地域住民への外販を開始した

別会社の社員寮

グループ会社等のコンシェルジュサービス

・・・

近隣住民への外販

• B to C事業に転換を図る上では、サービス品質は勿論、接客

など新たなスキルのキャッチアップが必要

• 「地域ブランド」として価値を認めて貰うために、クリーニング

工場の見学などを実施

社員寮への

サービス提供

バブル崩壊による

社員寮の廃止

コロナ禍による受注減

D社は、店舗清掃から他の清掃ニーズを探り、エア

コン清掃事業など新たな業務への拡大を目指す

地域ごとにチームを組成して、

親会社の小売店舗の巡回清掃業務を実施

店舗や親会社の社宅などでの

エアコン清掃業務

当初は対象外だった

倉庫や商品の清掃業務

• 現場で発見したニーズをきっかけに、業務範囲を段階的に

拡大するべく企画・提案

• 培ったスキル・ノウハウを梃子に、事業ドメインを拡大すること

で、顧客基盤の多様化も実現



20Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

顧客のワークスタイルの変化に合わせて、新技術・サービスを取り入れることで、

既存事業の堅持・新規事業ドメインの確立を実現する

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 例：新技術・サービスの活用・実施プロセスの変更

特例子会社A社：名刺の電子化への対応 Atena社：郵便物のクラウド管理サービス

A社は、名刺印刷サービスの長期的な需要減を

見据えて、電子化への対応を検討している

• 電子媒体が主流になることを見据えて、紙媒体の資料を

電子化する業務を実施しノウハウにキャッチアップ

書類の電子化業務により

必要なスキル・ノウハウを蓄積

出所）特例子会社A社、各種公開情報よりNRI作成

Atena社は、会社に届く郵便を電子化し、テレワーク中の自宅等

から確認できるクラウド管理サービスを提供している

• ワークスタイルの変化によって、これまでにない新たな事業機会

が生まれる

中長期的には名刺の電子化が進

み、印刷業務は縮小

名刺のweb化に関する

提案など

Atena社が郵便物を預かり（郵送・回収）

郵便をすべて電子化・紙の書類は保管

デジタル化した郵便物は全て確認が可能
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業務 作業

プログラミング補助 ホームページのプログラミング補助

ソース解析 ソースコードを解析し、データベースの内容を確認

テスター検証 Android、iPhoneアプリ動作確認

Web デザイン／プログラミング

デジタルサイネージ

WEBデザイン

ホームページ作成

DTPデザイン

プログラム作成

ドキュメント作成

データ入力 クライアントが収集したアンケートデータやネットで収集したデータを入力

ビッグデータ収集 ネット上のビッグデータをダウンロード

ソフトウェア開発 自社Androidアプリ開発

来たる電子化を見据えて、IT分野で自社に出来ることが無いかを考えてみてはどうか

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 例：IT分野への進出

IT分野に特化した就労移行支援事業所の業務内容（例）

出所）同事業所へのヒアリング結果、各種公開情報よりNRI作成

ある就労移行支援事業所は、精神・発達障がい者のIT就労支援に着目して、HP作成・テスター・データ入力・デザインやプログラ

ミング等、幅広い業務を受注している

• 「IT分野」といっても、解像度を上げれば様々な業務が存在。その中で、自社・自社社員にフィットする（従事可能かつ

業務量が確保できる）業務を見出すことが必要
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本業に近い領域を押さえておくことで、「価値損失リスク」や「離散リスク」の軽減にも繋がる

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 例：本業に近いドメインへの進出

出所）特例子会社F社へのヒアリング結果よりNRI作成

特例子会社F社：本業に近い領域への事業ドメインの進出

F社（製薬関連業界の特例子会社）は、親会社と大学との共同研究で求められる農作物の栽培ならびに分析作業に

携わることを目指している

• 間接業務が中心だと、企業グループの業績が悪化したタイミングで「価値損失リスク」や「離散リスク」にさらされやすい。

事業ドメインの多様化を図る際には、このようなリスクも考慮して本業に近い領域を志向することも一つ

• いきなり事業として提案することは、親会社（あるいは経営）から見るとリスクやコストが大きいため、上記のように

プロジェクトベースでスタートできることが理想

親会社 大学

共同研究

共同研究において生じる農作物の管理および

種々の分析などの業務を受託し、各社員の

特性や強みを活かしてチーム編成

特例子会社の障がい者社員
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（ご参考）障がい者による事業ドメインのポテンシャルは、まだまだ拡がっているはず

３．事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性 目指す方向性 例：その他の新規領域の案

出所）各種公開情報、ヒアリング結果をもとにNRI作成

IT技術の活用により

障がい者社員による従事・

高付加価値化を実現する

事業ドメイン

農業
• 農業におけるIoT活用により、障がい者による農業生産を

効率化・サポート

設計・開発
• 非接触・非対面を前提とした新プロダクトのアクセシビリ

ティを検証・アドバイス

製造
• 自動化ソリューション・ロボット導入により細分化された業

務プロセスのうち、人の手が介在する一部に従事

物流
• 人手不足が深刻化するEC物流の業務（自動化ソリュー

ション・ロボットとの共生）

新プロダクト・サービスを

前提とした事業ドメイン

小売り・サービス

• （接客が不要な）ゴーストレストランのキッチン業務

• キャッシュレス決済を前提に、小売り・サービス業に従事

労働力不足が深刻化している

事業ドメイン
間接業務

• RPAプログラマー育成による間接業務の効率化

• アノテーション（AIの教師データの作成・加工）

• フードデリバリー業務を一部受託
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不確実性が増す時代だからこそ、リスクにアンテナを張り、“表裏一体”で

事業ドメイン・ポートフォリオを検討する必要があること、

その際「選択と分散」と「インサイド・アウト」がポイントになることをお話しました。

それでは、実際に事業ドメイン・ポートフォリオを見直す時に

どのような手順で、どのような点に気を付けながら進めれば良いのでしょうか？
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はじめに01

障がい者雇用に関する潮流の変化02

事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性03

事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント04

さいごに05
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事業ドメイン検討において、方向性の決定、調整・交渉が重要課題だと認識されている

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント

（検討を始めた場合）事業ドメインの検討における重要課題

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査」（2020年）

0 20 40 60 80 100

業務の実施方法の検討・見直し

収益モデルの検討・見直し

21.9%

39.1%

31.3%

23.4%

経営計画・事業計画の検討・見直し

6.3%

ミッション・ビジョンの再定義
（%）

3.1%

ターゲット顧客の特定・開拓

取引先（仕入先等）の検討・見直し

上記に関する親会社との調整・交渉

人材の再配置・育成・評価等に関する検討・見直し

12.5%

障がい者社員の業務負担・不安の軽減

指導員等の業務負担・不安の軽減

設備導入・配置に関する検討・見直し

6.3%

資金調達・活用に関する検討・見直し

重要な検討課題はない

その他

9.4%

48.4%

18.8%

12.5%

31.3%

0.0%

（N=64）

特例子会社
Multiple Answer
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（ご参考）上場企業の場合は、障がい者社員の業務負担・不安も重要度が高い

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント

（検討を始めた場合）障がい者社員の業務内容の検討における重要課題

出所）NRIみらい・NRI：「障害者雇用に関する実態調査」（2020年）

0 20 40 60 80 100

0.0%

人材の再配置・育成・評価等に関する検討・見直し

その他

（%）

ターゲット顧客の特定・開拓

ミッション・ビジョンの再定義

業務の実施方法の検討・見直し

収益モデルの検討・見直し

障がい者社員の業務分野に関する計画の検討・見直し

取引先（仕入先等）の検討・見直し

障がい者社員の業務負担・不安の軽減

指導員等の業務負担・不安の軽減 0.0%

設備導入・配置に関する検討・見直し

資金調達・活用に関する検討・見直し

上記に関する経営との調整・交渉

重要な検討課題はない

63.6%

0.0%

9.1%

0.0%

45.5%

0.0%

18.2%

45.5%

18.2%

0.0%

9.1%

0.0%

（N=11）

上場企業（特例なし）
Multiple Answer
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“表裏一体”の視点も踏まえつつ、方向性の決定から体制構築までのプロセスのそれぞれで、

検討するべき内容、進め方の工夫などをご紹介する

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント

ありたい姿の定義
事業に関する

方向性の決定

企業グループ内の

調整・交渉

実施体制構築

（採用含む）

業務実施方法の決定

／マネジメント

重要、かつ経営マネジメントの視点に立った事例が比較的少ない

⇒検討するべき内容や進め方の工夫などをご紹介

重要だが、現場での

マネジメントに関する

事例は数多く存在する

悩む企業は

（今の所）少ない

9.4%

ミッション・ビジョンの
再定義が重要

39.1%

経営計画・事業計画の
検討・見直しが重要

31.3%

親会社との
調整・交渉が重要

21.9%

再配置・育成・評価に
関する検討・見直しが重要

48.4%

業務の実施方法の
検討・見直しが重要

• ビジョンやミッションに

照らして、自社があり

たい姿と、達成条件を

確認

• ありたい姿や前述のリ

スクを踏まえて、事業

ポートフォリオを再点検

• 自社が志向する事業

ドメインの方向性を

決定

• 企業グループ内での

合意形成を取り付け

• 必要に応じて、現場と

調整・交渉

• 指導員等を含めて、

業務の実施体制や

必要な環境を構築

• 事業ドメインに応じて、

業務の実施プロセス

等を設計

• 必要なサポートを提供

しつつ、障がい者社員

の業務をマネジメント

*すべて特例子会社に対するアンケート結果
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まず、各事業が経営リスクに「強い」と言えるかを再点検する所からスタートする

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント リスクを踏まえた再点検

【事業環境変化・出社制限等リスク】

 多様な提供方法が担保されているか？

 多様な顧客基盤が担保されているか？

【価値損失リスク】

 将来的なニーズの変化に対応しているか？

 多様な顧客基盤が担保されているか？

【技能・モチベ喪失リスク】

【離散リスク】

 親会社との適切な距離は保てるか？

・・・

事業A

事業ドメインの再点検ポイント（イメージ）

再点検の指標（例）

 実施プロセスの複線化の有無、テレワーク実施可否、等

 各事業の顧客ポートフォリオ、等

 グループの間接業務に関する中期計画、技術開発動向、等

 各事業の顧客ポートフォリオ、等

 売上に占める親会社の比率、現場交流の頻度、等

調整・交渉 体制構築方向性の決定
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次に、事業ポートフォリオを俯瞰し、自社がゴールを「達成し続ける」ための在り方を検討する

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント リスクを踏まえた再点検

（大）

（小）

将
来
的
な
ニ
ー
ズ
の
大
き
さ

顧客基盤・働き方の多様性（低） （高）

事業ポートフォリオ

 自社がゴールを「達成し続ける」ために、事業ポートフォリオはどのような状態であるべきか？

 それに対して、現在の事業ポートフォリオだけで対応することが可能か？ 等

・・・

データ入力

印刷

書類の

電子化

オフィス

清掃

：事業ドメイン（バブルの大きさは雇用人数などゴール・ターゲットへの貢献度）

消毒

プログラミング④スピンアウト

③業務内容の変更・シフト

農業

事業ポートフォリオの再点検ポイント（イメージ）

⑤新規事業ドメインの開拓

①有望事業の規模拡大・複線化

印刷

②顧客・提供方法の複線化⑥撤退

調整・交渉 体制構築方向性の決定

印刷
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「インサイド・アウト」型で、自社のあるべき姿・能力、自社社員の適性・能力などを

改めて整理して事業ドメインの方向性を探る

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 「インサイド・アウト」による検討

自社が培った経験・ノウハウを

活かした業務はないか？

• クリーニング・清掃の能力を起点に顧客基盤や事

業ドメインを拡大（特例子会社A社・B社）

• EC事業で培った能力を起点にAWS事業を開始

（Amazon）

自社のあるべき姿に沿った

業務はないか？

• 自社の提供価値を3つに定めて、その中で事業ドメ

インを検討・開拓（特例子会社E社）

企業・組織として

事業ドメイン・業務分野を開拓した事例

自社社員のスキル・適性を

“アドバンテージ”として

活用できる業務は無いか？

• 小児麻痺の方が「あるショッピングモールの店舗とそ

の場所を完璧に覚えていること」に着目して、モール

内の従業員向けのデリバリーサービスを開拓

（米国の就労支援機関Easterseals）個人として

キークエスチョン

「インサイド・アウト」型で検討する際のキークエスチョンと事例

出所）各種公開情報、ヒアリング結果よりNRI作成

調整・交渉 体制構築方向性の決定
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課題の認識・発見を通して、「インサイド・アウト」型で検討した事業ドメインの方向性を

具体化することで、企業グループの調整・交渉に進むことができる

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 現場での課題発見・企画

出所）特例子会社D社へのヒアリング結果よりNRI作成

特例子会社D社：現場の課題に基づく印刷業務の提案

D社は、事業部長の販売部門での経験から、各店舗の店長の業務負担や印刷コストの高止まりの問題を認識しており、

印刷業務を企画

• 現場の課題を認識・発見することで、新たな事業機会のきっかけをつかむことが可能

• 現場の課題を経営課題に紐づけることが重要

調整・交渉 体制構築方向性の決定

店舗 都道府県ごとに

設置された印刷所

特例子会社 店舗

店長が、印刷所に出向いて、販

促の横断幕・のぼりを印刷

特例子会社が印刷業務を

一括受注・店舗を支援
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事業ドメイン・ポートフォリオの見直しは、これまでのやり方を大きく転換することもあり得る。

親会社・経営と連携して、トップダウンで現場に意義を伝えていくことが重要である

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 企業グループ内の調整・交渉

以下はコロナ以前の取組だが、今回のコロナ禍がこのような対話の場を持つきっかけになったのでは。

• 法定雇用率の増加を背景に、障がい者の活躍の場を広げ

たいが、特例子会社に依頼する方が外注よりもコストがかか

ることもあり、個別の相談では業務の切り出しが困難

• 2014年のタスクフォースの組成により、定期的に切り出せる

業務が無いかを調査・協議し、経営幹部が意思決定するこ

とで業務を確保

親会社

（人事部）

特例子会社

グループ会社

（経営幹部）

親会社

（人事部）

特例子会社

グループ会社

（経営幹部）

グループ会社

（経営幹部）

グループ会社

（経営幹部）

出所）特例子会社G社へのヒアリング結果よりNRI作成

Before After

特例子会社G社：タスクフォースによる親会社・経営との対話（2018年度セミナーより）

調整・交渉 体制構築方向性の決定
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「事業ドメインを拡大しようと思っても、障がい者のパフォーマンスに関して現場の理解を得られず、具体

的な話に進まないことがある。まずは価値を実証することが重要」（就労移行支援事業所代表）。

「ファーストペンギン」を見つけ、スモールスタートでも実践して価値を実証することで、

経営・現場との合意形成をスムーズに進めるアプローチも有効である

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 企業グループ内の調整・交渉
調整・交渉 体制構築方向性の決定

「ファーストペンギン」を起点とした価値実証の進め方イメージ

・・・

現場部署B

現場部署A

障がい者雇用に理解の

ある部署（人事部など）

（定量的な）実績を

見せつつ、横展開

障がい者雇用（企業）

顧客実証等を実施

親会社・経営

出所）就労移行支援事業所へのヒアリング結果を参考にNRI作成
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事業ドメイン・ポートフォリオを形にするためには、経営リソースの再配分が必須である。

障がい者社員や指導員の負担を考慮した変革の道筋を示すことが重要ではないか

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 実施体制構築（採用含む）
調整・交渉 体制構築方向性の決定

「技能・モチベ喪失リスク」を考慮した実施体制構築のポイント

技能・モチベ喪失リスク

 何のための事業ドメインの変化なのかが良く分からない。

 せっかく仕事を覚えたのに、また新しい仕事を覚えないといけない。

 自分はきちんと言われた仕事をしているのに、これ以上何を求めるのか。 など・・・

障がい者社員・指導員

ビジョンの共有

• 変化した後の将来像と、なぜその

変化が必要なのかを共有する

実施体制の構築に向けたポイント

• 現場が疲弊しないように変化の

ステップを小さく分割して、段階

的に見せる

• 指導員等、これまで以上の負担

を強いるような場合は、処遇等を

見直し、提示する

ステップの分割／

段階的な変化

変化による

対価の提示
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既存リソースでの対応に限界があるのであれば、障がい者の採用に関する検討も求められる。

これまで以上に、就労移行支援事業所や支援学校との連携が重要ではないか

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 実施体制構築（採用含む）
調整・交渉 体制構築方向性の決定

 特別支援学校でのPC活用の教育は重要であると考える。特別支援学校は学校や先生によって対応

がまちまち。特に地方部では、支援側が高齢者でITを使いこなせないことも多いため、課題が大きい。

 （知的障がい者の）生徒のITリテラシーは、支援学校の先生のやる気に左右される。例えば、コロナ

禍でも先生がZoomの導入に積極的な学級であれば、生徒のITリテラシーも伸びやすい印象である。
障がい者雇用支援会社

ご担当者

障がい者の採用に関するヒアリング調査結果（一部を抜粋）

出所）各種ヒアリング結果よりNRI作成

 障がい者社員の適性を深く理解するためには、本人のことを「知る」ことが大切である。就労移行支援

事業所や支援学校を卒業した人を採用し、定着支援を受けるだけでは、社員のことを知るには短い。

 成長スピードが速くないからこそ、本人のことを良く知り、成長機会を用意し、信頼関係を築く時間が

十分に必要。また、その会社が合わなかった場合は、次の環境に繋げるセーフティネットが必要では。
就労移行支援事業所

代表

 支援学校などから「お墨付き」をもらえないと、障がい者は実習や就労の機会を得ることが出来ないの

が現状。その「お墨付き」の基準は、「安定的に働けるか」や「挨拶できるか」などである。

 これ自体は、会社側のニーズも汲んだものだと思うが、このように紋切型の評価基準では、「お行儀の

良い子」しか入社できず、尖った才能を持った人は採用されづらいのではないか。
一般社団法人

代表
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採用・事業ドメインの確立について、外部リソースと連携することも有効である

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント 実施体制構築（採用含む）

特例子会社B社：印刷事業の確立※1990年代

特例子会社D社：エアコン清掃業務への拡大

店舗や親会社の社宅など

でのエアコン清掃業務
店舗の巡回清掃

印刷事業（なし）

• エアコン清掃業務を始めるために

は、指導員の教育が不可欠である

ため、専門の団体と連携する予定

• 印刷業界から職人を招いて、研修・

直接指導を実施

• 加えて、当時の社員が自己研鑽に

励んだことで、事業ドメインを確立

就労移行支援事業所：IT関連サービスの受託⇒採用

・・・

・・・

企業が自社でニーズがあるIT関連の

業務を委託

就労移行支援事業所

IT関連の業務の実施方法を確

立するとともに、有望な人材をそ

のまま採用

調整・交渉 体制構築方向性の決定

出所）各種ヒアリング結果よりNRI作成
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ご紹介した内容を参考に、自社で活動を進めていただきたい。不確実な状況下だからこそ、

「まずはスモールスタートでやってみること」、「自社だけに閉じて考えないこと」が重要ではないか

４．事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント まとめ

障がい者雇用（企業）

顧客
（親会社・経営を含む）

現場

・・・
2’ 現場の課題発見・企画

3 親会社・経営との対話・連携

事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント：まとめ

1 リスクを踏まえた事業ポートフォリオの再点検

0 自社のミッション・ビジョンの再定義

2 「インサイド・アウト」型での事業ドメイン検討

3’ 「ファーストペンギン」との協働・顧客価値実証

4 採用・育成・評価等の見直し 4’ 採用・育成に関する連携

就労移行支援事業所・

支援学校など
5 実施プロセスの確立など

*番号は、実施する順番のイメージだが、実際には前後することを想定
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はじめに01

障がい者雇用に関する潮流の変化02

事業ドメイン・ポートフォリオの目指す方向性03

事業ドメイン・ポートフォリオ見直しの進め方・ポイント04

さいごに05
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「選択と分散」、「インサイド・アウト」の先に、新たな障がい者雇用の形が見えてくる

５．さいごに

「選択と分散」、「インサイド・アウト」により期待される効果（例）

障がい者社員

障がい者の適性・能力がより“見える”化

障がい者の職能が深化（しやすく）

自社のあるべき姿が明確化

親会社・経営との連携が深化

顧客基盤・提供方法が複線化

・・・

障がい者社員のキャリアパスの多様化

（例：親会社への出向・転籍）

業務分野が多様化組織

企業の「カラー」の明確化

（その先にある企業間連携等）
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本日お伝えしたかったこと

５．さいごに

コロナ禍により障がい者雇用を取り巻く潮流は変化・加速し、不透明化する一方で、その

社会的重要性や企業グループにおける期待感も増していきます。いまこそ、障がい者雇用

マネジメントの目的（安定雇用、インクルージョン、etc.）に立ち返り、一歩踏み込んだ事業

ドメイン・ポートフォリオの見直し（PX）を進めるべきではないでしょうか。

これからは、リスクにアンテナを張り、“表裏一体”で検討を進める必要があります。本日ご紹介

した、「選択と分散」と「インサイド・アウト」という２つの考え方を覚えていただき、各社で検討

して頂けると幸いです。

事業ドメイン・ポートフォリオの見直しは、日本企業全体でその必要性が叫ばれている一方

で、多くの企業は対応できていないのが現状です。今回のコロナ禍を奇貨として、新たな経営

マネジメントや働き方の形を、障がい者雇用発で実現・発信していければ幸いです。




